
整合

邑楽町地域防災計画　とは

邑楽町地域防災計画は、災害対策基本法※第42条の規定に基づき、災害への予防対策、災
害時の応急対応、災害後の復旧・復興に関する事項を定め、防災・減災対策を総合的かつ計
画的に実施することにより、災害から住民の生命、身体及び財産を守ることを目的とするも
のです。

本計画では、町や防災関係機関といった行政機関に加え、住民や自主防災組織、事業所な
ど、町に関わるあらゆる主体が、上記目的を達成するために取り組むべきこと、役割などを
定めています。

　（市町村防災計画）

第四十二条　市町村防災会議（市町村防災会議を設置しない市町村にあつては、当該市町村の市町村長。

以下この条において同じ。）は、防災基本計画に基づき、当該市町村の地域に係る市町村地域防災計画を

作成し、及び毎年市町村地域防災計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正しなければ

ならない。この場合において、当該市町村地域防災計画は、防災業務計画又は当該市町村を包括する都道

府県の都道府県地域防災計画に抵触するものであつてはならない。

２　市町村地域防災計画は、おおむね次に掲げる事項について定めるものとする。

一　当該市町村の地域に係る防災に関し、当該市町村及び当該市町村の区域内の公共的団体その他防災上

重要な施設の管理者（第四項において「当該市町村等」という。）の処理すべき事務又は業務の大綱

二　当該市町村の地域に係る防災施設の新設又は改良、防災のための調査研究、教育及び訓練その他の災

害予防、情報の収集及び伝達、災害に関する予報又は警報の発令及び伝達、避難、消火、水防、救難、救

助、衛生その他の災害応急対策並びに災害復旧に関する事項別の計画

三　当該市町村の地域に係る災害に関する前号に掲げる措置に要する労務、施設、設備、物資、資金等の

整備、備蓄、調達、配分、輸送、通信等に関する計画

３〜７　略

※　災害対策基本法（参考）

第１編 総則

第２編 風水害・雪害等対策編

第３編 震災対策編

第４編 その他の災害対策編

第５編 資料編

■ 災害予防計画
■ 災害応急対策
■ 災害復旧・復興

■ 災害予防計画
■ 災害応急対策
■ 災害復旧・復興

■ 航空災害対策
■ 鉄道災害対策
■ 道路災害対策
■ 危険物等災害対策
■ 県外の原子力施設事故対策
■ 大規模な火災災害対策

　計画の構成

　計画の位置づけ

防災基本計画
（国）

群馬県地域防災計画

邑楽町地域防災計画 各種防災マニュアル・計画

本計画は、国が策定する「防災基本計画」および
群馬県が策定する「群馬県地域防災計画」と整合を
図りつつ、町長を会長とする邑楽町防災会議が策定
し、その実施を推進するものです。

また、本計画は町の防災に関する最上位計画とし
て位置づけられており、町の各種防災マニュアルや
関連計画は、本計画に準拠して策定・修正されてい
ます

　計画に基づく町の処理すべき事務又は業務の大綱

１　防災に関する組織の整備に関すること。

２　防災に関する訓練に関すること。

３　防災に関する物資及び資材の備蓄、整備及び点検に関すること。

４　災害応急対策の実施の支障となるべき状態等の改善に関すること。

５　予報・警報の伝達に関すること。

６　避難情報の発令に関すること。

７　消防、水防その他の応急措置に関すること。

８　被災者の救難、救助その他保護に関すること。

９　被災した児童及び生徒の応急の教育に関すること。

10　施設及び設備の応急復旧に関すること。

11　清掃、防疫その他の保健衛生に関すること。

12　緊急輸送の確保に関すること。

13　災害の発生の防御又は拡大の防止のための措置に関すること。

14　災害復旧及び復興計画に関すること。

15　町防災会議に関すること。

16　町内の防災関係機関が行う災害対策の総合調整に関すること。

町は、災害の未然防止と被害の軽減を図るため、関係機関と相互に連携・協力しながら、次
に掲げる事務又は業務について総合的かつ計画的に防災対策を実施します。

邑楽町地域防災計画

整合
準拠



法制度や上位計画との整合

町の他計画との整合

1-1. 災害対策基本法の改正や避難情報に関するガイドラインの改定を
　　 ふまえた防災体制の強化

1-2. 過去の災害対応の教訓をふまえた防災体制の強化

1-3. その他の改訂

邑楽町地域防災計画　主な修正点

▼主な修正（詳細は右に記載）

ポイント１

ポイント２

国：防災基本計画(令和６年修正)

群馬県地域防災計画(令和５年修正)

・令和元年東日本台風に係る検証

・関係法令の改正、最近の施策　など

・ 邑楽町第六次総合計画 後期基本計画

・ 邑楽町国土強靱化地域計画　　など　　　　　

前回の改訂以降に作成された以下の計画との整合

見やすさに配慮した計画レイアウトの修正

近年、全国各地で風水害や地震等の自然災害が相次いで発生しており、こうした近年の大
規模災害の傾向や今後発生が想定される南海トラフ巨大地震、首都直下地震等の被害想定か
ら、「頻発化」「激甚化」「広域化」「長期化」といったことが災害の特徴として挙げられ
ます。また、新型コロナウイルス感染症の流行により、「新しい生活様式」を踏まえた避難
所運営や分散避難等の対応が必要な状況となっています。
令和元年東日本台風では、本町の一部地域で床下浸水や道路冠水が発生したほか、災害対
策本部の設置や多数の町民による自主避難が行われるなど、様々な対応に迫られる状況にな
りました。
このような状況を踏まえ、本町では、近年の災害を契機に改正された防災に係る法制度や
各種ガイドライン、また、上位計画である国の「防災基本計画」や「群馬県地域防災計画」
等との整合を図りつつ、邑楽町地域防災計画の実効性向上に向けて、その修正に関する検討
を進めてきました。
主な修正のポイントは以下のとおりです。

  1-1. 災害対策基本法の改正や避難情報に関するガイドラインの改訂を
　　   ふまえた防災体制の強化

上位計画
(国、群馬県)

法制度
ガイドライン

県地域防
災計画

邑楽町地域防災計画

町地域
防災計

画 防災・災害
課題

  1-2. 過去の災害対応の教訓を踏まえた防災体制の強化

  1-3. その他の改定

・災害対策基本法の改正に基づく避難情報及び警戒レベルの運用を踏まえた見直し

警戒レベル５ 災害発生情報

警戒レベル４
避難指示（緊急）

避難勧告

警戒レベル３ 避難準備・高齢者等避難開始

警戒レベル５ 緊急安全確保

警戒レベル４までに必ず避難！

警戒レベル４ 避難指示

警戒レベル３ 高齢者等避難

【これまでの警戒レベルと避難情報】 【令和3年梅雨期からの警戒レベルと避難情報】

⇒関連：風水害・雪害等対策編－第１部－第２章「第４節　災害危険区域の災害予防」　p.44

⇒関連：風水害・雪害等対策編－第１部－第３章「第１節　防災思想の普及」　p.60

⇒関連：風水害・雪害等対策編－第２部－第１章「第２節　避難誘導」　p.88

・避難行動要支援者に係る個別避難計画作成の努力義務化

⇒関連：風水害・雪害等対策編－第１部－第４章「第１節　要配慮者対策」　p.69

・災害が発生するおそれがある段階での広域避難に係る自治体間の協議

⇒関連：風水害・雪害等対策編－第２部－第１章「第３節　広域避難」　p.92

・外部からの人的、物的支援を迅速かつ円滑に受け入れるための受援体制の整備

⇒関連：風水害・雪害等対策編－第１部－第２章「第５節　防災関係機関との連携体制の整備」　p.46

⇒関連：風水害・雪害等対策編－第２部－第３章「第３節　広域応援の要請」　p.117

・適切な避難行動の促進や避難情報の適切な発令

⇒関連：風水害・雪害等対策編－第１部－第２章「第３節　避難の受入体制の整備」　p.38

⇒関連：風水害・雪害等対策編－第１部－第３章「第１節　防災思想の普及」　p.60

⇒関連：風水害・雪害等対策編－第２部－第１章「第２節　避難誘導」　p.88

・感染症対策を踏まえた避難所運営等の見直し

⇒関連：風水害・雪害等対策編－第２部－第７章 
「第１節　避難場所の開放及び指定避難所の開設・運営」　p.147

・男女共同参画の視点や、女性・要配慮者への配慮を踏まえた避難所運営等の見直し

⇒関連：風水害・雪害等対策編－第２部－第７章 

「第１節　避難場所の開放及び指定避難所の開設・運営」　p.147

・災害救助法の改正による、災害が発生するおそれがある段階での法適用（避難所の供与の実施）

⇒関連：風水害・雪害等対策編－第２部－第14章「第５節　災害救助法の適用」　p.180

⇒関連：総則編－「第２節　計画の目的」　p.3

⇒関連：計画全体


